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 道路，鉄道，電力，上下水道，通信などの社会基盤ネットワークシステムが地震時において機能を十分

に発揮できない場合には，社会・経済活動が被る損失は甚大となる．従って，社会基盤ネットワークシス

テムの地震災害時における機能損失を適切に評価するとともに，これらの評価結果をシステムに関わる主

体の地震対策活動に還元する必要がある．本研究では，社会基盤ネットワークシステムの中でも道路ネッ

トワークを取り挙げ，1）道路ネットワークの地震災害リスクに対する機能損失の評価モデルを構築し，

1995年の兵庫県南部地震の事例に基づいて機能損失コストの試算を行なうとともに，2）道路ネットワー

クの構造被害と機能損失の関連に関する分析を行なった．  
 

     Key Words : Road network, seismic disaster, seismic damage,  function loss, 1995 Hyogo-ken Nanbu  
      Earthquake 

 
１．はじめに 
 
 1995年の兵庫県南部地震では，道路，鉄道，電力，
上下水道，通信などの社会基盤ネットワークシステ
ムに甚大な被害が生じ，これらのシステムの機能不
全が人々の社会・経済活動に多大な影響を及ぼした．
また，2004年の新潟県中越地震やスマトラ島沖地震
では，社会基盤ネットワークシステムの機能不全の
問題が再認識され，これらのシステムの地震災害時
における機能損失の評価や社会・経済活動に対する
影響に関する分析が喫急の課題となっている． 

この中でも道路ネットワークの地震時における機
能は多岐にわたる．これには，道路ネットワークに
関わる主体と道路ネットワークの地震時における機
能をリンクして考える必要がある．例えば，行政主
体の立場で考えると，救助・消防活動や被災地に対
する状況判断，および被害への対策活動などに道路
ネットワークを活用することになる．一般利用者の
立場に立てば，地震発生地内で被災した家族や縁者
への安否確認や見舞いなどのために道路ネットワー
クを利用することになる一方で，災害の発生と関係
なく，平常時と同じように余暇や仕事のために道路
ネットワークに関わることになる．さらに，道路事
業者の立場に立てば，被災した道路の復旧というか
たちで直接的に道路ネットワークに関わることにな
る． 

このように，地震時において道路ネットワークに
対しては様々な主体が複雑に絡み合って関わること

になるが，この際，道路ネットワークの地震災害時
における機能が具体的にイメージできるものとなら
ないと，ソフト・ハードのいずれの側面においても
地震対策活動を実質化することはできない． 
道路ネットワークの地震時における機能性の問題

に関しては，地震工学，信頼性工学，土木計画学な
どの見地から様々な研究が行なわれている．川上1）

は，道路ネットワークの地震による被害を評価する
確率論的なモデルを構築し，これにより交通量配分
を考慮した道路ネットワークの機能低下を評価して
いる．山田ら2)および川島・杉田3)は，地震災害後
の復旧プロセスに関するモデルの構築と復旧シミュ
レーションにより，道路ネットワークに関する地震
後の復旧プロセスの特徴を明らかにしている．佐藤
ら4)は，道路ネットワークの地震後の機能維持を考
慮した防災対策を行なう上で，対策の優先順位を策
定するための道路橋の重要度の評価手法を提案して
いる．Chang et al.5)，Chang and Nojima6) ，Taleb-
Agha7)は，地震時における道路ネットワークに対す
る機能性評価を検証的な事例に基づいた上で行なっ
ている．岡田ら8)，土屋・多々納9)は，計画学の立
場から地震災害による道路ネットワークの機能低下
の影響を経済的な側面から分析し，防災対策によっ
て得られる被害軽減に関する定量的な評価を行なっ
ている．このように，多くの既往の研究がストック
されてきている一方で，地震時に道路ネットワーク
が停止・寸断した場合の機能不全の具体的なイメー
ジが明らかになっているとは言いがたく，さらに道 
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図－1 機能損失の影響による地震被害の影響波及 

表－1 「記述的」な地震被害帰着構成表 
生活者 商営業

主体
運輸局

道路 河川 港湾 陸運

管理する
道路の調
査・検査
の発生

調査・
検査結
果を踏
まえた
業務の
発生

道路交
通の確
保・統
制業務
の発生

調査・検
査に協力
する業務
の発生

調査・検
査に協力
する業務
の発生

調査・
検査に
協力す
る業務
増大

調査期間
の通行差
し止めに
よる収益
の減少

通行料の
収益の減
少

復旧期間
の通行差
し止めに
よる収益
の減少

補修・補
強材料の
製作業務
の発生

復旧作業
の担当

調査・検査
結果を踏ま
えた業務の
発生

補助金・出
資金の増大

復旧作業
の発生

報告を踏ま
えた業務の
発生

復旧作
業にと
もなう
施工管
理業務
の増大

陸上輸
送機関
との連
絡調整
業務の
発生補助金・出

資金の要請

復旧作
業にと
もなう
施工管
理業務
の増大

復旧作
業にと
もなう
施工管
理業務
の増大

復旧作
業員の
安全確
保のた
めの業
務の増
大

復旧作業
に協力す
る業務の
発生

復旧用
資機材
の輸送
業務の
増大

復旧用
資機材
の確保
にとも
なう業
務の増
大

復旧作
業にお
ける通
行の確
保・統
制業務
の増大

騒音・
振動に
ともな
う苦痛

復旧業務
の発生

騒音・
振動に
ともな
う苦痛

復旧作
業の調
整業務
の増大

復旧活動に
ともなう融
資の発生

公共的団体

建設業
協会

金融・保険
機関

道路事業
主体

沿道内 沿道内

県警察

地方整備局

公共機関

他の道路
管理団体

運送 電力・
ガス

建設・
メーカー

地方行政機関行政主体

市・県・国 労働局

 
 
路ネットワークの構造被害と機能損失との関連も十
分に明らかになっているとは言えない． 

以上を踏まえ，本研究では，社会基盤ネットワー
クシステムの中でも道路ネットワークを取り挙げ，
1）道路ネットワークの地震災害リスクに対する機
能損失の評価モデルを構築し，1995年の兵庫県南部
地震の事例に基づいて機能損失コストの試算を行な
うとともに，2）道路ネットワークの構造被害と機
能損失の関連に関する分析を行なった． 
 
 
２．地震被害帰着構成モデルの提案 
 
(1) モデルの概要 
ここでは，まず，道路ネットワークの被災に伴っ

て発生する機能損失の影響を列挙し，これらがどの
ような主体のどのような活動に対して影響を及ぼす
かを図－1のように明らかにした．この際には，地
方自治体の地域防災計画書などを参考にし10)，また，
防災担当者へのヒアリング調査により分析した． 

図－1によれば，道路ネットワークの地震による
被災に伴って，救助活動，消防活動，支援物資の輸
送活動に遅れが生じるなど，様々な機能損失の影響
が想定され，これらの影響は道路ネットワークに関
わる様々な主体の活動に波及すると考えられる．こ 

表－2 道路ネットワークの被害レベル 

数年程度の補修期間の後，通常走行LV5-1
数ヶ月程度の補修期間の後，交通制限LV4-2
数ヶ月程度の補修期間の後，通常走行LV4-1
数週間程度の補修期間の後，交通制限LV3-2
数週間程度の補修期間の後，通常走行LV3-1
数日程度の補修期間の後，交通制限LV2-2
数日程度の補修期間の後，通常走行LV2-1
補修なし，交通制限LV1-2
補修なし，通常走行LV1-1

被害レベル被害の大きさ

数年程度の補修期間の後，通常走行LV5-1
数ヶ月程度の補修期間の後，交通制限LV4-2
数ヶ月程度の補修期間の後，通常走行LV4-1
数週間程度の補修期間の後，交通制限LV3-2
数週間程度の補修期間の後，通常走行LV3-1
数日程度の補修期間の後，交通制限LV2-2
数日程度の補修期間の後，通常走行LV2-1
補修なし，交通制限LV1-2
補修なし，通常走行LV1-1

被害レベル被害の大きさ

小

大
 

 
れらの関係を記述的に表として表現したものが地震
被害帰着構成表である．一例として，表－1には管
理する道路の調査・検査の発生や通行料の収益の減
少，復旧作業の発生によって各主体にどのような影
響が波及するかを示している．紙面の都合上，表－
1は図－1の一部分を抜き出した結果である．さらに，
図－1および表－1に示した道路ネットワークの機能
損失の影響波及の度合いは，道路ネットワークの被
害レベルとリンクしたものとなっている．従って，
道路ネットワークの被害レベルを道路ネットワーク
に対する車両の通行可能性により表－2のように分
類した11)．ここで，表－2における被害レベルとは，
被災直後から完全復旧に至る経時的変化の中での1
つの遷移的な状態を示すものであり，交通制限とは
片側通行や徐行などの一時的な交通規制が行なわれ 
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図－2 被害レベルに応じた機能損失の影響の相違 

表－3 地震被害帰着構成表 
生活者
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る状態を示している．なお，表－1は表－2の被害レ
ベルがLV1-1～LV2-2の場合について示している． 
次に，道路ネットワークの機能損失の影響波及の

度合いを表－3に示すようにコストで定量的に評価
する．この際には，費用便益分析で活用されている
均衡モデルの考え方を参考にすることとした．費用
便益分析とは，社会経済モデルの中で経済プロジェ
クトにより発生する影響をプロジェクトに関わる各
主体に対して列挙し，費用または便益として定量的
に評価するものである12),13)．ここでポイントとなる
のが，地震災害の発災，その後の復旧，復興に至る
経時的変化の中で，ある時間断面における均衡状態
ならびに不均衡状態をどのように定義するかである．
上田ら14)によれば，均衡状態はある財の均衡価格に
おいて各主体が望む効用の最大化，利潤の最大化の
ための需要と供給ができる状態であり，一方，不均
衡状態は互いに関わる複数の市場において，各主体
の生産性の低下による供給量の変化などにより各市
場における財の需要と供給が一致しない状態である
とそれぞれ定義されている．このような考え方をベ
ースにおくと，表－1および表－3の地震被害帰着構
成表をモデル化する際にも，表－2の被害レベルに
応じて，地震災害の経時的変化の中で均衡状態およ
び不均衡状態をそれぞれ定義する必要がある．例え
ば，救助活動の遅れなどの機能損失がある主体の活
動に及ぼす影響は，発災直後から数日程度の短い経 

 
時的変化の中で考えると，救助活動に関する需要と
供給が一致せず，当該主体における他の影響と互い
に関連しない状態に陥ると想定され，不均衡状態で
あると考えられる．一方，発災後，数週間，数ヶ月，
さらに数年の期間が経過した後では，当該道路ネッ
トワークに迂回ルートが形成されたり，補修され，
一部供用されたりするなどして，主体の活動に及ぼ
す機能損失の影響が当該主体間で均衡状態に収束す
ると考えられる．本研究においては，道路ネットワ
ークの被害レベルを表－2に示したLV1-1～LV5-1ま
での9段階に分類した上で，これらの被害レベルの
各々の状態が機能損失に対する影響の観点から均衡
的であるか不均衡的であるかを分類して図－2のよ
うに示すこととした．  

図－2に示すように，各被害レベルに対して道路
ネットワークの被災に伴う機能損失の影響の状態は
異なり，表－3に示した地震被害帰着構成表がそれ
ぞれの状態ごとに作成されることになる．ここでは，
以上の考え方やモデル化を総じて，地震被害帰着構
成モデルと呼ぶこととする． 
 
(2) 地震被害帰着構成モデル 

a) 均衡状態を想定した場合のモデル化 
以下では，いずれの機能損失の影響も均衡状態で

あると想定した場合（図－2中の被害レベルLV4-1
～LV5-1）のモデル化を示す．なお，図－2に示す
ように不均衡状態が混在した被害レベルLV1-1～
LV3-2の場合については本稿ではモデル化に至って
おらず，今後の課題とする．また，以下で示すモデ
ルでは表－3および図－2で示した主体の中から表－
4に示すように生活者，行政主体，道路事業主体の3
つの主体を対象として取り挙げた．これは，表－1
に示した「記述的」な地震被害帰着構成表による分
析を通じて道路ネットワークに関わる主体として，
地震災害を想定した場合に特に重要となる3つの主 
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表－4 地震被害帰着構成モデルにおけるパラメータの 

設定 

実労働

波及主体関連事象

労働

初期所有量量

行政主体

管理する道路の調査・
検査の発生による影響

被災地への状況判断の
遅れによる影響

支援物資の輸送活動の
遅れによる影響

個人的利用の減少による
影響

被害への対策の遅れに
よる影響

物流・流通等の商営業的
利用の減少による影響

通行料の収益の減少
による影響

量

道路事業主体

余暇

復旧作業の発生による
影響

消防活動の遅れによる
影響

救助活動の遅れによる
影響

初期所有量初期所有量量

単位
所要
時間

価
格

生活者

実労働

波及主体関連事象

労働

初期所有量量

行政主体

管理する道路の調査・
検査の発生による影響

被災地への状況判断の
遅れによる影響

支援物資の輸送活動の
遅れによる影響

個人的利用の減少による
影響

被害への対策の遅れに
よる影響

物流・流通等の商営業的
利用の減少による影響

通行料の収益の減少
による影響

量

道路事業主体

余暇

復旧作業の発生による
影響

消防活動の遅れによる
影響

救助活動の遅れによる
影響

初期所有量初期所有量量

単位
所要
時間

価
格

生活者
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7p
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12ix
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体を抽出したためである．表－4には，主体ごとに
機能損失の影響に関する量xikおよびyj,kと，機能損失
の影響に関する初期所有量Rk，価格pk，単位所要時
間Tkをそれぞれ示している．  
・生活者に対する影響の評価 
生活者に関しては，機能損失の影響による損失を

最小限に抑え，得られる効用を最大化するように行
動するものとし，次式のようにモデル化する． 

)},,...,({max 111021,,..., 111021
iiiiixxxxi xxxxuv

iiii

=       (1) 

∑∑
==

=−
2

1

11

1
1212

j
ij

k
iikk xpxp π           (2) 

12,12

12

1
ix

k
ikk RTxT =∑

=

                  (3) 

ここで，vi：生活者の効用（間接効用関数），ui：
効用関数，π j：生活者に配分される行政主体およ
び道路事業主体の利潤，i：生活者数であり，式(2)
および式(3)は式(1)に対する予算制約式，時間制約
式である．式(2)と式(3)よりxi12を消去することによ
り，次式が得られる． 

12,12

2

1

11

1
ix

j
ij

k
ikk Rpxq +=∑∑

==

π           (4) 

ここで，qkは一般化価格で，次式のようになる． 

       
kkk T

T
p

pq
12

12+=                 (5) 

また，式(4)の右辺は一般化所得Ω iである． 
 以上を踏まえ，式(1)および式(4)より µ 1をラグラ
ンジュ乗数としてラグランジュの未定乗数法を次式
のように適用する． 
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11121 i

k
ikkiiii xqxxxuL Ω−+…≡ ∑

=

µ    (6) 

式(6)をxikおよび µ 1について偏微分することにより
式(7)，(8)を求め，これらの式を連立して解くこと
により道路ネットワークの被災に伴い生活者が受け
る機能損失の影響量xikを得る． 
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・行政主体，道路事業主体に対する影響の評価 
 行政主体および道路事業主体は，地震被害の影響
による損失（支出）を最小限に抑え，得られる利潤
を最大化するように行動するものとし，次式のよう
にモデル化する． 
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ここで，jg(yj,13)は生産関数であり，式(10)および式(11)
は式(9)の生産制約式，時間制約式である．式(10)と式
(11)よりyj,13を消去することにより，時間制約を含んだ
生産関数 gj が次式のように得られる． 

),,...,( 12,10,1,
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1
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j

k
kj yyygy =∑

=

                      (12) 

以上を踏まえ，式(9)および式(12)より µ 2をラグ
ランジュ乗数としてラグランジュの未定乗数法を次
式のように適用する． 
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式(13)を yj,k および µ 2 について偏微分することによ
り式(14)，(15)を求め，生活者の場合と同様に行政
主体と道路事業主体が受ける影響量 yj,kを得る． 
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・均衡条件 
以上の定式化に加え，次式に示すように各主体に

対する機能損失の影響量が各主体間で均衡するとい

う均衡条件を想定する． 
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図－3 地震発生前後の効用水準の変化 
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式(7)，(8)より得られるxik，式(14)，(15)より得られ
るyj,k，および式(16)の均衡条件式を解くことにより，
機能損失の影響量に関する均衡解 ∗

ikx ， ∗
kjy ,
および表

－4に示した機能損失の影響に関する価格pk，単位
所要時間Tkが得られる． 
b) 帰着分析による機能損失コストの評価 

経済学の分野において，経済プロジェクトに対す
る便益を計測する場合，プロジェクトによる効用水
準の状態変化の偏差を便益と定義し評価する手法が
ある 13)．このような偏差は図－3 に示すように等価
的偏差 EV と補償的偏差 CV の 2 種類に分類される．
いずれも横軸の一般化価格 qk と縦軸の一般化所得
Ω i の関係で表され，EV は状態変化前を基準に事象
の価格変化がもたらす一般化所得の変化を表す．
CV は状態変化後を基準に価格変化がもたらす所得
の変化を表す．なお，図－3 の ei(qk,vi)は支出関数で
ある．支出関数 ei(qk,vi)は一般化価格 qk の状態下で
効用水準 viを達成するために必要な最小所得を示し
ている．このため，一般化所得Ω i は支出関数 ei の
関数として表されている． 

 ここで，効用水準 viが地震の発生により A
iv （A は

地震発生前の状態を表す）から B
iv （B は地震発生

後のある状態を表す）へ変化すると仮定し，等価的
偏差 EV を求めることで道路ネットワークの被災に
伴う機能損失コストを求めることとする． 
 以上より，生活者数 i に対する等価的偏差 EV を
求めると，次式のようになる． 
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ここで， )( kqφ は価格関数であり， 
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xx i
RR 12,12,

   (18) 

である． 

一方，式(9)を価格 pk に対し全微分することによ
り次式が得られる． 
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1
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k
kkjj −=∑
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以上より，式(19)を式(17)に代入することにより
次式が得られる． 
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式(20)の各項に対して表－3 の地震被害帰着構成表
と対応させると，機能損失コスト fl

xk
C ， fl

y kj
C

,
が次式

のように得られる． 

kk
fl

x dqxC
k
=           (21) 

kkj
fl
y dpyC

kj ,,
−=                 (22) 

なお，式(21)，(22)の xk，yj,k には前節のモデルによ
って得られる均衡解 ∗

ikx および ∗
kjy , を適用する． 

 

 

３．地震被害帰着構成モデルの修正的適用に 

よる機能損失コストの試算 
 
(1) 地震被害帰着構成モデルの修正的適用 

前節で示した地震被害帰着構成モデルでは，生活
者，行政主体，道路事業主体の 3 つの主体に対する
機能損失の影響量 xik，yj,k が式(7)，(8)，(14)，(15)お
よび式(16)の均衡条件式によって求まり，同時に機
能損失の影響に関する価格 pk や単位所要時間 Tk も
求まることになる．その上で道路ネットワークの被
災という状態変化（図－3 に示す A から B への状態
変化）を価格 pkおよび単位所要時間 Tkの偏差 dpk，
dTkで表現し，式(21)，(22)の dqkおよび dpkに代入す
ることで機能損失コストを求めることになる．この
ようなモデル化に基づいて求められた価格 pk と単
位所要時間 Tkは式(1)および式(10)の効用関数や生産
関数の関数形やパラメータに依存したものとなって
いるため，実証的なデータと整合するものであると
は必ずしも言えない．一方で，1995 年の兵庫県南
部地震などの大規模な震災に対しては機能損失の影
響に関する様々な統計的データが残されていること
もあり，価格 pk や単位所要時間 Tk を観測されてい
る統計量から直接的に推定することが可能である． 
以上より，ここでは表－4 に示す価格 pkおよび単

位所要時間 Tk を観測されている統計量から求め，
式(7)，(8)および式(14)，(15)に直接代入して ∗

ikx およ
び ∗

kjy , を求めることとする．これは，式(16)の均衡
条件式を厳密に考慮しないことを意味するが，表－
1 に示したような道路ネットワークの機能損失の各
主体に対する影響を個別に分析し，それぞれの影響
の特徴を考慮すると，均衡条件式は本モデルにおい
て一方で厳しい制約であるとも言えるため，ここで
は以上のような修正的な考え方を適用することとし
た． 
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表－5 対象とする道路ネットワーク 
対象エリア 該当地区 距離[m] 復旧日数
エリア1 西宮市甲子園高潮町～

西宮市本町
1981 623

エリア2 神戸市中央区小野浜町～
中央区新港町

848 399

エリア3 神戸市中央区東川崎町～
兵庫区松原通

2569 548

特徴
周辺環境への配慮を特に重視した
エリア
大阪市内-神戸市内間の道路ネット
ワークの早期復旧を目的として，
特に復旧作業を急いだエリア

道路事業主体の計画に沿って復旧
が進められたエリア  

 
(2) 機能損失コストの試算 
a) 対象とする道路ネットワーク 

 前節で述べた考え方に基づき，道路ネットワーク
の被災に伴う機能損失コストの試算を行なう．対象
とする道路ネットワークは 1995 年の兵庫県南部地
震において被災した阪神高速道路 3 号神戸線であり，
その中でも表－5 に示す 3 つのエリアを取り挙げる
こととした 15)．エリア 1 は 3 つのエリアの中で復旧
に最も期間を要したエリアであり，逆にエリア 2 は
復旧に要した期間が最も短かったエリアである．エ
リア 3 はエリア 1，2 の中間的な日数の復旧期間を
要したエリアである． 
b) パラメータの設定 
・地震発生前後の機能損失の影響に関する価格pk 

および単位所要時間Tkの設定 
 表－6 には地震発生前の機能損失の影響に関する
価格 pkおよび単位所要時間 Tkを示すとともに，3 つ
のエリアの被害状態に対応した地震発生後の価格 pk

および単位所要時間 Tk を示している．救助活動お
よび消防活動の遅れに関する地震発生前の価格 pk

および単位所要時間 Tk は，年間消防活動における
救助活動および消防活動に従事した消防団職員の延
べ出動人員数に基づき設定した 16)．個人的利用，
物流・流通等商営業的利用の減少に関する地震発生
前の価格 pk および単位所要時間 Tk については兵庫
県内総生産に基づき，阪神高速道路 3 号神戸線の利
用実態および対象とするエリアの兵庫県における人
口比率を考慮して設定した 17),18)．また，管理する
道路の調査・検査の発生，通行料の収益の減少に関
しては，平常時における運営実態に基づき地震発生
前の価格 pk および単位所要時間 Tk を設定した 18)．
道路ネットワークが被災しないと生じない機能損失
（支援物資の輸送活動，被災地への状況判断，被害
への対策の遅れ，復旧作業の発生）に関しては，地
震発生前の価格 pk および単位所要時間 Tk をゼロと
設定した． 

一方，地震発生後の機能損失の影響に関する価格
pkおよび単位所要時間 Tkであるが，救助活動および
消防活動の遅れに関しては，地震時に出動した消防
団職員数のデータに基づき設定した 19)～21)．被災地
への状況判断，被害への対策に関しては，同時に活
動が行なわれ，分類が困難なことから，双方とも発
災から対策本部が設置され，組織化した行動が取れ
るようになるまでの期間に対策業務に従事した職員
数を割り出し，これらに基づき設定した 19)～21)．個
人的利用および物流・流通等商営業的利用の減少に
関する地震発生後の価格 pk および単位所要時間 Tk

については，道路ネットワークの復旧が完了するま
で利用がなくなると仮定しゼロと設定した．管理す
る道路の調査・検査の発生，通行料の収益の減少，
復旧作業の発生に関しては，文献 11 の試算例に基
づき設定した． 
 

表－6 機能損失の影響に関する価格 kp および単位所要 

時間 kT の設定 

(a) エリア 1 の被害事例に基づいた場合 

1
1
1

623
623
7

623
623
7
7

623
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5
0

0.76
0
0

10
10

0.16
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.59
0.01
9.7
7
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

1
1
1

623
623
7

623
623
7
7

623
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5
0

0.76
0
0

10
10

0.16
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.59
0.01
9.7
7
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

 
(b) 3 つのエリア被害事例の平均値に基づいた場合 

1
1
1

523
523
7

523
523
7
7

523
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

1.6
0

0.72
0
0

10
10

0.18
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.48
0.01
7.9
5.8
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

1
1
1

523
523
7

523
523
7
7

523
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

1.6
0

0.72
0
0

10
10

0.18
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.48
0.01
7.9
5.8
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

 
(c) エリア 2 の被害事例に基づいた場合 

1
1
1

399
399
7

399
399
7
7

399
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0.74
0

0.39
0
0

10
10

0.25
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.59
0.01
9.8
7.1
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

1
1
1

399
399
7

399
399
7
7

399
3
3

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0.74
0

0.39
0
0

10
10

0.25
6.7
321

価格
[億円]

地震発生後の状態

1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
0
1
1

所要時間
[日]

1.5×10-4

1.5×10-4

1.5×10-4

0
0.59
0.01
9.8
7.1
0
0
0

6.4
307

価格
[億円]

地震発生前の状態

労働

余暇

実労働

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

 
 

なお，当該道路ネットワークに関わる地域を西宮
市，芦屋市および神戸市（西区，北区を除く）と想
定し，文献 22 から文献 24 に基づき地震発生時にお
ける世帯数を 60 万世帯と想定した上で，1 世帯の
構成を 4 人と仮定し，1 世帯あたり 1 人の労働者を
見込んで労働人口 15 万人と推定した．これらに基
づき，労働，余暇，および実労働に関する価格 pk

および単位所要時間 Tkに関しては，文献 25 を参考
にして設定した．この際，地震発生前後で価格 pk

および単位所要時間 Tk がともに変化しないと仮定
した． 
・効用関数および生産関数の設定 
生活者，行政主体および道路事業主体の効用関数，

生産関数については，次式のようにコブ-ダグラス
型の関数を仮定した 26)． 
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表－7 効用関数および生産関数の指数部パラメータの 

設定 

－

変数

－

変数

－

変数

0.02
－

0.20

0.20

0.20

0.05

0.05

0.08

0.08

0.04

0.04
0.04
値

行政主体

0.200
－

0.004

0.001

0.005

0.145

0.045

0.050

0.045

0.155

0.150
0.200
値

道路事業主体

－

0.0050

0.0050

0.5700

0.4000

0.0010

0.0005

0.0005

0.0005

0.0005

0.0020
0.0150
値

生活者

労働

余暇

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

－

変数

－

変数

－

変数

0.02
－

0.20

0.20

0.20

0.05

0.05

0.08

0.08

0.04

0.04
0.04
値

行政主体

0.200
－

0.004

0.001

0.005

0.145

0.045

0.050

0.045

0.155

0.150
0.200
値

道路事業主体

－

0.0050

0.0050

0.5700

0.4000

0.0010

0.0005

0.0005

0.0005

0.0005

0.0020
0.0150
値

生活者

労働

余暇

復旧作業の発生

通行料による収益の減少

管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ 1α 1
1β

2α

3α

4α

5α

6α

7α

8α

9α

10α

11α

6
1β

2
1β

3
1β

4
1β

5
1β

7
1β

8
1β

9
1β

10
1β

12
1β

1
2β

6
2β

2
2β

3
2β

4
2β

5
2β

7
2β

8
2β

9
2β

10
2β

12
2β

機能損失の影響

生活者および
波及主体

 
 

∏
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これらの式において必要となるパラメータ kα ， k
jβ

は， 3 つのエリアにおいて生じた管理する道路の調
査・検査の発生，通行料による収益の減少，復旧作
業の発生による道路事業主体に対する機能損失コス
トを別途求め 15)，これらの数値を参考にキャリブ
レーションして，表－7 のように設定した． 
c) 機能損失コストの試算結果 

 表－8 は，エリア 1，エリア 2 の被害レベル，お
よびエリア 1～3 の平均的な被害レベルを想定した
場合の機能損失コストの試算を示したものである．
各エリアの被害レベルは表－2 に基づき復旧日数よ
り定義されており，復旧日数はそれぞれエリア 1 が
623 日，エリア 2 が 399 日，エリア 1～3 の平均値が
523 日である．これによると，表－6 に示した地震
発生前後におけるエリアごとの価格 pk および単位
所要時間 Tkの偏差 dpk，dTkの違いにより，支援物資
の輸送活動の遅れ，個人的利用の減少，物流・流通
等の商営業的利用の減少および管理する道路の調
査・検査の発生，通行料の収益の減少，復旧作業の
発生に関する項目は，他の項目に比べて機能損失コ
ストの相違が大きいことが明らかとなった．一方で，
地震発生前後で価格 pk および単位所要時間 Tk の変
化がない救助活動や消防活動の遅れ，被災地への状
況判断や被害への対策の遅れの項目に関しては，エ
リアごとの違いは見られなかった．これは，試算で
対象とした 3 つのエリアの被害レベルがいずれも
LV5-1 であるため，地震後の経時的変化の中で比較
的短期的スパンで考えなければならない救助活動や
消防活動に関しては，3 つの試算間でほとんど変化
が見られなかったためであると考えられる． 
 
 

４．損失マトリックスの提案と地震被害帰着 

構成モデルとの関連付け 
 

(1) 損失マトリックス 

本研究で対象としている道路ネットワークは，都
市部では高架道路橋の形式が適用される場合が多い． 
そこで，道路ネットワークの構造形式として高架道
路橋を想定した上で，道路ネットワークの被災に伴 

表－8 機能損失コストの試算 

(a) エリア1の被害事例に基づいた場合 

2.11.64.6物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.31.22.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.00220.200.58管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.570.150.45通行料の収益の減少による影響

0.0810.391.2復旧作業の発生による影響

0.0360.0540.12支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

2.11.64.6物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.31.22.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.00220.200.58管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.570.150.45通行料の収益の減少による影響

0.0810.391.2復旧作業の発生による影響

0.0360.0540.12支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

（単位：兆円）

 
(b) 3つのエリアの平均値に基づいた場合 

1.71.34.2物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.11.02.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.000700.190.54管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.470.130.37通行料の収益の減少による影響

0.0900.421.23復旧作業の発生による影響

0.0410.0600.14支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

1.71.34.2物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.11.02.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.000700.190.54管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.470.130.37通行料の収益の減少による影響

0.0900.421.23復旧作業の発生による影響

0.0410.0600.14支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

（単位：兆円）

 
(c) エリア2の被害事例に基づいた場合 

2.11.64.6物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.41.22.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.00110.0990.29管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.570.150.45通行料の収益の減少による影響

0.0400.190.57復旧作業の発生による影響

0.0560.0840.19支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

2.11.64.6物流・流通等の商営業的利用の減少による影響

1.41.22.4個人的利用の減少による影響

2.10.377.7被害への対策の遅れによる影響

2.10.377.7被災地への状況判断の遅れによる影響

0.00110.0990.29管理する道路の調査・検査の発生による影響

0.570.150.45通行料の収益の減少による影響

0.0400.190.57復旧作業の発生による影響

0.0560.0840.19支援物資の輸送活動の遅れによる影響

消防活動の遅れによる影響

救助活動の遅れによる影響

0.0660.0960.20
0.221.92.1

道路事業主体行政主体生活者

（単位：兆円）

 
 
う機能損失の程度と道路ネットワークを構成する構
造要素の被災度との関係を表－9に示すように損失
マトリックスとしてモデル化した．損失マトリック
スの縦軸は，道路ネットワークの被災に伴う機能損
失の程度を表しており，2章で示した10項目の機能
損失の影響を表－10に示すように最も関連の強い主
体に対応付けて分類した上で，表－2に示す被害レ
ベルLV1-1～LV5-1ごとに表している．一方で，損
失マトリックスの横軸は，高架道路橋の構造要素ご
との被災度を示している．なお，ここでは，構造要
素の被災度ごとに別々に機能損失を対応付けている
が，この際には高架道路橋が桁，支承，橋脚，基礎
で構成される構造システムであることを考慮し，構
造要素単体の被災が構造システム全体の被災として
どのように反映され，道路ネットワークとしての機
能損失に至るかを分析した上で損失マトリックスを
作成した．具体的な方法としては，3章で示した阪
神高速道路3号神戸線の3つのエリアの被災状態を詳
細に分析するとともに，関係する技術者に対するヒ
アリング調査を通じて求めた27)～31)． 
 以上，構築した損失マトリックスにより，道路ネ
ットワークの構造被害と機能損失の関係が明確に示
されることになる．また，同じ構造被害でも道路ネ
ットワークの地震時における機能を考慮すると異な
る影響を与える場合がある． 
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表－9 損失マトリックス 
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機能損
失の程
度

行政
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生
活
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P1
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表－10 道路ネットワークに関わる主体と地震時に 

求められる機能 

管理・運営F1道路事業主体P3
物流・流通等の商営業的利用F2
個人的利用F1利用主体P2

被災地への状況判断および被害への
対策活動

F3
支援物資の輸送活動F2
救助活動・消防活動F1行政主体P1

地震時に求められる機能関連主体

管理・運営F1道路事業主体P3
物流・流通等の商営業的利用F2
個人的利用F1利用主体P2

被災地への状況判断および被害への
対策活動

F3
支援物資の輸送活動F2
救助活動・消防活動F1行政主体P1

地震時に求められる機能関連主体
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図－4 地震被害帰着構成表と損失マトリックスの関連 

付け 

 

(2) 損失マトリックスと地震被害帰着構成モデルの 

関連付け 
ここで，図－4に示すように，表－3の地震被害帰

着構成表より得られた機能損失コストと損失マトリ
ックスの関連付けを行なった．ここでは，表－9に
示した損失マトリックスの中から一例として構造要
素が桁の場合を示している．ここでは，状態 αB は
桁の被災度がD-2，機能損失の被害レベルがLV1-1
となる場合を想定しており，状態 βB は桁の被災度
がA，機能損失の被害レベルがLV5-1の場合を想定
している．  
次に，地震発生後の状態を αB ， βB の2通りを想

定し，地震発生前からそれぞれの状態に陥る過程で
機能損失の影響による機能損失コストを求め，構造
要素の保有耐震性能の相違による機能損失コストの
相違をシミュレーションした．なお，地震発生後の 

表－11 被害レベルLV1-2を想定したパラメータ設定 
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個人的利用の減少

被害への対策の遅れ
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消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響
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1
1
1
0
1
1
1
1
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1
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[日]
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1.5×10-4

0
0.48
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0
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307
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地震発生前の状態

労働
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実労働
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管理する道路の調査・検査の発生

物流・流通等の商営業的利用の減少

個人的利用の減少

被害への対策の遅れ

被災地への状況判断の遅れ

支援物資の輸送活動の遅れ

消防活動の遅れ

救助活動の遅れ

機能損失の影響

 
 
状態 αB については，被害レベルLV1-2の被害状態
を想定している．ここでは，被害レベルLV1-2にお
ける機能損失コストの参考値を導くという観点から，
被害レベルLV1-2においても均衡状態が成立すると
仮定した．表－11に示すように機能損失の影響に関
する価格pkと単位所要時間Tkを設定した．ここでは，
支援物資の輸送活動，被災地への状況判断および被
害への対策の遅れの項目は道路ネットワークの地震
被害による影響を受けないと仮定している．また，
個人的利用および物流・流通等商営業的利用の減少
については，道路ネットワークの通行制限を考慮し
て設定した．一方，地震発生後の状態 βB について
は3.(2).c)で試算したエリア1～3の平均値に基づい
た場合の結果を用いた． 
また，効用関数および生産関数に関しては， αB ，
βB のいずれの場合も式(23)，(24)に示すコブ-ダグ

ラス型の関数を仮定した． 
以上より，被害レベルがLV1-2の場合とLV5-1の

場合について機能損失コストをそれぞれ求めると図
－5のようになる．図－5によれば，機能損失の被害
レベルがLV5-1の場合に比べ，LV1-2の場合は大幅
に機能損失コストが低減することがわかる．ただし，
機能損失の影響項目によっては，得られた機能損失
コストが数兆円に達する項目も見られる．これは，
これらの数値が直接被害のみならず，間接被害も反
映している値であるためである．しかし，兵庫県南 
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(a) 被害レベルLV1-2を想定した場合                       (b) 被害レベルLV5-1を想定した場合 

図－5 被害レベルの相違による機能損失の相違 
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図－6 道路ネットワークの構造被害と機能損失コストの 

関係 

 
部地震における直接被害が約10兆円と推定されてい
る中で32)，これらの数値はやや大きすぎるとも考え
られるため，これらの数値については今後さらに精
査していく予定である． 
図－6は，図－5の結果に基づき損失マトリックス

と機能損失コストを関連付けて示した結果である．
図－6では，道路ネットワークの耐震保有性能が被
害レベルLV5-1である場合に対して，行政主体に対
しては被害レベルLV1-1に，生活者に対しては被害
レベルLV1-2に被害を抑制するように耐震補強した
場合を想定している．ここで，被災度が同じである
にもかかわらず被害レベルが異なる場合があるのは，
前述したように道路ネットワークの機能が行政主体
と生活者で異なるためである．例えば，ここでは，
被災度D-2は桁が軽微な損傷であることを意味して
いるが，その場合には行政関係の車両の通行は優先
させ，一般車両に対しては交通規制をかけるという
状態を想定している． 
以上を踏まえると，図－6に示すように現在の構

造要素の耐震保有性能下において一定のレベルの耐
震補強を施すことによって，地震被害の影響がどれ
ほど軽減されるかを明示化することができる．図－
6に示した機能損失コストはネットワークの被害レ
ベルを反映した機能損失コストであるため，道路ネ
ットワークを構成する構造要素の中から地震被害の
影響波及が少なくなるように優先的に補強すべき要 

 
素を選択したり，施策の意思決定者が耐震補強の位
置付けを俯瞰的に把握したりする際などに有用であ
ると考えられる． 

 

 

５．結論 
 
本研究では，社会基盤ネットワークシステムの中

でも道路ネットワークを取り挙げ，地震災害リスク
に対する機能損失の評価モデルを構築した．その上
で，1995年の兵庫県南部地震で被災した阪神高速道
路3号神戸線の道路ネットワークを対象として機能
損失コストを試算するとともに，道路ネットワーク
の構造被害と機能損失の関連を分析した．得られた
知見をまとめると以下のとおりである． 

 
(1) 地震災害時の道路ネットワークの機能不全に

より道路ネットワークに関わる主体が受ける
影響を評価するモデルを構築した．本モデル
をここでは地震被害帰着構成モデルと呼ぶ． 

(2) (1)により構築したモデルを用い，兵庫県南部
地震の際に被災した阪神高速道路3号神戸線の
3つのエリアを対象として，道路ネットワーク
の被害による機能損失コストを試算した． 

(3) 道路ネットワークの地震時における構造被害
と機能損失との関係を損失マトリックスとし
てモデル化した． 

(4) 地震被害帰着構成モデルと損失マトリックス
を関連付けて，道路ネットワークの耐震保有
性能の差異による機能損失コストをシミュレ
ーションした． 
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EVALUATION OF SEISMIC DAMAGE INFLUENCE CONSIDERING 
FUNCTION LOSS OF ROAD NETWORKS  

 
Gaku SHOJI and Takaaki FUEKI 

 
This paper describes evaluation of seismic damage influence considering function loss of road networks. Firstly, 

effect of the loss of functions on involved various sectors, which are for instance local government, public and 
private corporations is analyzed and modeled based on cost-benefit analysis to clarify the relation between the 
function loss of road networks due to a seismic event and seismic damage of road networks. Secondly, the loss of 
functions due to structural seismic damages consisting of road networks is modeled as loss matrix. Combining the 
model of seismic damage influence with the loss matrix, the cost of the function loss in the Hanshin Expressway 
Route 3 during the 1995 Kobe earthquake was evaluated. 


